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議題 

(1) 研究会の目的及び目標と期待する効果（資料1） 
(2) 関係する技術開発と事業化の見通し（資料 2） 
(3) 弾道飛行開発実施事業者からのヒアリング 
(4) 研究会で検討すべき法的課題（資料１） 
(5) 超音速機就航上の課題（資料 3） 
(6) 第２回の検討内容と日程（資料４） 

 

配布資料 

議事次第、委員名簿 

資料 1 研究会の目的等（参考添付資料付き） 

     参考添付資料 研究会で検討すべき課題（勉強会検討概要記録） 

資料 2 関係する技術開発と事業化の見通し 

資料 3 1960 年代から 70 年代にかけての超音速機の飛行に対するアメリカの対応についての文献調査 

資料 4 第 2 回の検討内容と日程候補 



 

議事要旨 

〇議題１ 事務局から、参考添付資料における勉強会検討概要記録を参照しつつ、資料１に沿って、１．研究調査の背景、目的と

目標、２．研究会における検討の方向性、３．研究会の予定について説明した。 

各委員から積極的な質問・コメントがなされ、活発な討議が行われた。 

〇議題２ 事務局から、資料に沿って、関係技術開発と事業化の見通しについて、説明した。 

 各委員から積極的な質問・コメントがなされ、活発な討議が行われた。 

〇議題３ 米本委員及び緒川委員から、それぞれスライドを用いて、各社における弾道飛行開発の現状と将来的見通しについて、

説明した。 

両社とも、P2P の事業化については、2040 年代からで、水平離着陸の技術を想定している。 

また、航空分野と異なり、宇宙輸送分野では、開発企業が、機体メーカーだけでなく、運航者、ペイロードやチケットの販売者、

場合に拠っては宇宙港運営を兼ねる「垂直統合型の事業モデル」である旨の紹介もされた。 

各委員から積極的な質問・コメントがなされ、活発な討議が行われた。 

〇議題４ 「検討会で検討すべき法的課題」について議題１の中で既に議論されたことから、省略 

〇議題５ 事務局協力者から、資料３に沿って、1960 年代から 70 年代にかけての超音速機の飛行に対するアメリカの対応につ

いての文献調査結果について、説明した。 

 各委員から積極的な質問・コメントがなされ、活発な討議が行われた。 

〇議題６ 第２回研究会について、次のとおりとなった。 

      日程 2024 年10 月10 日13 時～16 時 

      弾道飛行による大陸間輸送に関する国際法のあり方について、Ⅰ 公法的課題 と Ⅱ 私法的課題 に分けて、Ⅰ石

井委員及び坂巻委員、Ⅱ笹岡委員と菅原委員 がそれぞれ発表を行う。 

 


